










５ ６

政策の柱 ３ 活力・安全 ～にぎわいあふれる安心なまち～

対象とする政策分野： 道路・橋梁整備、交通ネットワーク、交通安全、上下水道整備、農業振興、
 創業支援、観光振興、防災・消防、防犯

住みよいまち
を支える社会
基盤の実現

地域の拠点や商業施設、病院、駅等を繋ぐ公共バスを運行するとともに、利便性を向上させ利用者数の増加
を図ります。
主要な道路・駅前道路の整備を行うとともに、その他の道路や橋梁についても新設・改良、維持補修を行い
ます。
市民に安全・安心で安価な上下水道を提供するため、業務の効率化や自己水の確保を図り、健全な経営の確
保に努めます。

✓

✓

✓

産業振興によ
る地域の稼ぐ
力の向上

優れた地域資源を地域ブランドとして認定し、その販売・情報発信を通じて地域経済を活性化させ、まちの
魅力を発信します。
県や商工会、金融機関等と連携し、創業者の段階に応じたサポートや、支援事業者等の関係機関の紹介を行
います。
様々な観光プロモーション事業を実施し、訪日外国人観光客（インバウンド）も含めた観光客数の増加を
図っていきます。

✓

✓

✓

安心・安全な
生活環境の
整備

自主防災組織の組織化や消防設備・用品の購入を支援します。防災ガイドマップを作成・更新し、防災意識
の啓発に努めます。
駅周辺や犯罪発生件数が多い箇所を中心に防犯カメラの設置・運用を行います。

✓

✓

各分野の政策・施策を推進するための視点

具体的な取り組み

対象とする政策分野： 行財政改革、税務、市民サービス、情報化推進、個人情報保護、
 広報・広聴、広域連携、職員研修、議会

健全な財政運営に努め、財政指標の維持・改善を図ります。ふるさと納税制度の活用を進め、安定的な財源を
確保します。
公共施設の長寿命化を進めるとともに、必要なサービスを維持しながら規模の最適化を進めます。
個人番号（マイナンバー）制度の適切な運用を図るとともに、個人番号（マイナンバー）カードの普及展開・
活用を進めます。
情報セキュリティ対策や職員に対する教育・研修・訓練を行い、情報流出の防止に努めます。
奈良県や近隣市町村をはじめとする他自治体との連携や外国の自治体等との国際的な友好関係の構築を行
います。
広域での情報システムの共同化(自治体クラウド)を進め、効率的な運用や経費の節減に努めます。
情報通信技術（ICT）を利活用し、行政サービスの効率化及び質の向上を図るよう検討します。
公聴会やタウンミーティングの実施等により、政策の形成から決定まで市民参画の仕組みを整備・運用して
いきます。
ホームページや広報誌、ソーシャルネットワーキングサービス等を用いて市政情報を効果的・効率的に発信
します。
職員の能力向上に努め、行政サービスの質の向上を図ります。
議会のインターネット中継の導入等、市民がアクセスしやすい議会にしていきます。

✓

✓
✓

✓
✓

✓
✓
✓

✓

✓
✓

本市が今後も発展を続け、市民みんなが豊かな生活を送るため
には市内の産業振興・雇用創出が重要です。本市の重要産業である
農業や製造業を守り育てていくとともに、観光振興や創業支援等
を通じて新たな産業を育成していくことも重要です。また、時代を
超えてまちがにぎわい続けるためには、道路や橋梁、上下水道と
いった都市基盤の整備と、防災・防犯体制の強化を通じて、市民が
快適に暮らせるまちづくりを進める必要があります。
このように、市のまちとしての活力・魅力を向上させるととも

に、誰もが安全・安心に暮らすことができる環境を構築することを
目標に、「活力・安全」を設定しています。

総合計画が対象とする多種多様な政策・施策分野を３つの政策
の柱でまとめていますが、これらの推進に不可欠であり、すべての
取り組みを下支えする横断的な視点として「市民と行政の協働」と
「質の高い行財政運営」があります。この２つの視点を踏まえなが
ら、各政策の柱に紐づく取組を行うことで、効果的な政策・施策の
推進を目指します。
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